
 

  

 

 

 

岡山県新しい生活様式実践事業者補助金 

- 申請要領 - 

   

 

＜受付期間＞ 

令和２年９月１日（火）～令和２年１２月４日（金） 

＜申請書類の郵送先＞ 

〒700-0831 岡山市北区京橋町７－１１ 

アンブシュール京橋２０２ 

      岡山県新しい生活様式補助金受付係 宛 

＊新型コロナウイルス感染症予防の観点から、窓口による対面受付は行

いません。郵送でご提出ください。 

 

 

 

 

  

＜お問い合わせ先＞ 

岡山県新しい生活様式補助金 受付係 

【電  話】０８６－２２２－２０２２ 

【Ｆ Ａ Ｘ】０８６－２２２－２０５５ 
【受付時間】午前９時から午後５時まで（土・日・祝日除く） 

 

令和２年８月１９日版 
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１ 趣旨    

 

政府の「新型コロナウィルス感染症対策の基本的対処方針」では、感染拡大を予防する「新

しい生活様式」の定着や、業種ごとに策定される感染症拡大予防ガイドライン等の実践を前提

に、外出の自粛や施設の使用制限の要請等を緩和しつつ、段階的に社会経済の活動レベルを引

き上げていくこととされています。 

このため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、業種ごとのガイド

ラインに沿って「新しい生活様式」に対応した感染症防止対策を実践する事業者を支援するこ

とにより、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と安全安心な経済活動の両立を図るもので

す。 

  

２ 補助対象者（次の要件を全て満たしている事業者） 

  ※事業者とは法人又は個人事業者を指します 

 （１）県内に事業所等を有する事業者 

（２）次のいずれにも該当しない事業者 

  イ 既に補助金の交付を受けた事業者 

  ロ 法人税法別表第一に規定する公共法人 

  ハ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条

第６項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る同条第 13項に規定する接客

業務受託営業を行う事業者 

ニ 政治団体 

ホ 宗教上の組織又は団体 

へ 法人の役員等又は個人事業者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し    

ている事業者 

  ト 補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないと知事が認める事業者 

 

３ 補助対象経費 

  

業種ごとのガイドラインに沿った感染症拡大防止対策の取組に要する経費のうち、令和２年

４月１日～令和２年１１月３０日までに支払い及び納品が完了しているものが対象となりま

す。 

具体的には、マスク・消毒液・非接触型検温計等の衛生用品の購入費、ソーシャルディスタ

ンスを確保するための客席の間仕切り設置費、オフィス内の事務机へのアクリルボードの設置

費、３密回避等の新しい生活様式を啓発するポスター制作費などとなります。 

 

Ⅰ 補助金制度の概要 
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しかし、下表にあるような汎用性が高く、目的外でも使用が可能な物品や、飲食費、公租公

課などについては対象外となります。不明な点は、お問い合わせください。  

 

  
 

 

４ 補助率及び補助金額 

  

補助率は対象経費の２/３で、１法人または１個人事業者当たり上限は 10万円です。 

１事業者につき、１回限りの申請のみとなりますので、ご注意ください。  
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１ 申請書類の受付期間 

 

令和２年９月１日（火）から令和２年 12月４日（金）（当日消印有効）まで 

 

２ 申請書類の提出先・問い合わせ先 

 

申請書類は、次の宛先に簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

 

【宛 先】 

〒７００－０８３１ 

岡山県岡山市北区京橋町７－１１ アンブシュール京橋２０２ 

岡山県新しい生活様式補助金 受付係 

 【問い合わせ先】 

電話：０８６－２２２－２０２２ 

※午前９時から午後５時まで（土・日・祝日除く） 

   Mail：newnormal@pref.okayama.lg.jp 

 

新型コロナウイルス感染症予防の観点から、窓口による対面受付は行いません。 

申請に関するお問い合わせは、上記の受付時間内での電話又はメールで対応いたします。 

 

３ 申請様式等の入手方法 

 

ポータルサイトからダウンロードできます。 

▼ 岡山県新しい生活様式補助金_ポータルサイト 

    （ＵＲＬ）https://www.pref.okayama.jp/page/674598.html 

 

【紙媒体の申請様式等が必要な方へ】 

お近くの県民局又は地域事務所に設置しております。 

※岡山県新しい生活様式補助金受付係での対面でのお渡しには対応できません。 

 

 

 

Ⅱ 申請手続 

https://www.pref.okayama.jp/page/674598.html
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以下の申請書類を提出してください。申請書類の準備が出来ましたら、チェック欄（申請

者）にチェックし、当該チェックリストも添付して提出してください。なお、必要に応じて追

加書類の提出及び説明を求めることがあります。また、申請書類は返却しません。 

  

  

Ⅲ 申請書類の記入例  

各項目に不備がないことを確認し

て、チェック欄（申請者）にチェ

ックを入れてください。 
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①  新しい生活様式実践事業者補助金交付申請書兼実績報告書【様式第１号】 
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②  誓約書【様式第２号】 

〇法人の場合は代表者印 

〇個人事業主の場合は代表者の印鑑 

を押印してください。 

岡山県岡山市北区内山下２－４－６ 

代表取締役社長 岡山 太郎 

株式会社 新しい生活 

●   ● ●● 

記載例 

（交付申請日と同日） 

３，４について、次ページに具体

的な内容を示してあるので、必ず

確認してください。 

印 
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誓約書の「４ 新しい生活様式実践事業者補助金交付申請書兼実績報告書及び添付書類の

内容に虚偽はありません。」について 

 

以下の点については、特に注意して申請してください。 

〇県内の事業者または県内に事務所等を有しており、県内の事務所等において対策を行

った経費についての申請であること。 

〇対象となる経費についての申請であること（スマートフォン、タブレットなど、対象

外の物品等に対する経費でないこと）。 

〇対象となる経費は税抜きでの申請であること。 

〇アクリルボードの設置工事などの場合、県内の事業所等への設置であること。また、

その写真が添付されていること。 

誓約書の「３ 新しい生活様式実践事業者補助金交付要綱第３条の補助対象者の要件を満

たしています。」について 

 

次の要件を全て満たしている事業者が対象となります。 

〇県内に事業所等を有する事業者 

〇次のいずれにも該当しない事業者 

・既に補助金の交付を受けた事業者 

・法人税法別表第一に掲げる公共法人 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項に規定する性風俗

関連特殊営業又は当該営業にかかる同条第 13 項に規定する接客業務受託営業を行

う事業者 

・政治団体 

・宗教所の組織又は団体 

・法人の役員等又は個人事業者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いる事業者 

・補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないと知事が認める事業者 
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③  経費明細書（領収書等の写し添付台紙含む）【様式第３号】 

＜注意点等＞ 

〇必ず税抜き価格を記入ください。 

〇領収書、レシートのコピーを添付して、２領収書・レシートのコピー添付台

紙へテープで張り付けてください。また、１明細内訳の番号をそれぞれ記入

してください。 

〇令和２年４月１日～１１月３０日に購入したもの、工事が完了したものが対

象となります。 

〇工事等については、完了後の写真を添付してください。 

この番号を対象商品のレ

シート等に記入。 

税抜価格を記載。 

次ページ参照。 

誤りのないように記載して

ください。次ページ参照。 
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補助対象経費（税抜）の記載について 

 

〇③経費明細書の Excel版では、税抜き価格が簡単に計算できるように、欄外に表を作成

していますので、お使いください。 

 

税込価格を入れると、自動で税

抜価格が表示されますので、経

費明細書の補助対象経費（税

抜）欄に記載ください。 

（例）執務室のアクリルパーテ

ーション設置 

補助対象経費 合計金額、交付申請額の記載について 

 

〇③経費明細書の Excel版では自動で計算されます。 

〇③経費明細書の PDF版では自動で計算されないので、誤りのないように計算してくださ

い。特に、交付申請額は 100,000 円が上限であること、1,000円未満を切り捨てること

にご注意ください。 
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④ 

テープで、レシート、領収

書を張り付けてください。 

１明細内訳の対応する番号

を振ってください。 

レシートのうち、対象とな

る商品のみ１明細内訳に記

載。対象とならない商品

は、記載しない。 
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④ 実施した対策の成果物の写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 

工事後の状況がわかる写真等を

添付ください。１明細内訳の番

号も記載ください。 
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⑤ 営業活動を証する書類の写し（下記のいずれか一つ） 

（ア）法人の場合 

履歴事項全部証明書、直近の法人税の確定申告書別表一、直近の法人県民税・法人事業税の

確定申告書、直近の県税の納税証明書（税額証明または完納証明）等、営業活動を証する書類

の写しを提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※確定申告書の写しを提出する場合には、収受印（e-taxの場合は受信通知）が必要となります。 

確認の上、提出してください。 

 

【収受印】 

 

【受信通知】 

 

※県税の納税証明書を取得する場合は、手数料が必要となります。 
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（イ）個人事業者の場合 

直近の所得税の確定申告書第一表、営業許可書、開業届、直近の個人事業税の納税通知書、

直近の県税の納税証明書（税額証明または完納証明）等の写しを提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※確定申告書の写しを提出する場合には、収受印（e-taxの場合は受信通知）が必要となります。 

確認の上、提出してください。 

 

【収受印】 

 

【受信通知】 

 

※県税の納税証明書を取得する場合は、手数料が必要となります。 
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⑥ 県外に本社等がある法人又は県外に在住の個人事業者 

 

固定資産税評価証明書または不動産賃貸借契約書など、県内に事務所等を有することが確認できる

書類の写しを提出してください。 

ただし、⑤で提出する書類において、県内に事務所等を有することが確認できる場合は、必要あり

ません。 
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⑦ 振込先口座を確認できる書類（通帳の写し） 

□ 振込口座の通帳の写し 

（法人の場合）法人名義 

（個人事業者の場合）申請者本人名義 

 

通帳のオモテ面              通帳を開いた１・2ページ目 

 

 

 

                

 

 

 

 

 電子通帳 画面コピー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※委任等による会社名義及び本人名義以外の口座への振込は対応できません。 

※銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が確認できるようにしてください。 

※上記が確認できるように、必要であれば、通帳のオモテ面と通帳を開いた１・2ページ目の両

方を添付してください。 

※電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の写しを提出してくださ

い。同様に当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳等の写しを提出してください。 

※画像が不鮮明な場合や、銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が１つでも

確認できない場合は、振込ができず、支援金のお支払いができませんので、提出前に今一度ご

確認ください。 

 

 

 

＋ 
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⑧ 【個人事業者のみ】本人確認書類の写し（いずれかひとつ） 

 

運転免許証、パスポート、健康保険証など、本人を確認できる書類の写しを添付ください。 

 

 

 

 

  申請書類を受理した後、その内容を審査の上、適正と認められ補助金を交付することを決定

したときは、交付決定及び額の確定通知書を送付するとともに、補助金を交付します。 

なお、交付しないことを決定したときは、その理由を記載した不交付決定通知を送付しま

す。 

 

 

 

 

 

（１）本補助金の交付決定後、対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、本補助

金の交付決定の一部又は全部を取り消すことがあります。また、その場合は、補助金の返

金に加えて、加算金等を納付しなければなりません。 

 

（２）県は必要に応じて、申請内容について調査する場合があります。その場合、申請者は県 

に協力するとともに、速やかに状況を報告願います。 

 

（３）申請者は補助金の収支に関する帳簿を備え、県から別途指示があった場合は、補助金の

使途、事業の実施状況その他補助金に関する資料を備えおくとともに、県から提出の求め

があったときはこれに応じなければなりません。また、これらの帳簿及び資料を補助金の

交付を受けた年度の終了後５年間は保管しておかなければなりません。 

Ⅴ その他留意事項 

Ⅳ 補助金の交付等 


